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２ 競争参加資格
\ 独立行政法人中小企業基盤整備機構契約事
務取扱要領第２条及び第３条の規定に該当し
ない者であること。

] 中小企業基盤整備機構平成20・21・22年度
競争参加資格審査において、「役務の提供等
（ソフトウェア開発）」区分に登録された者で
ランク「Ａ」または「Ｂ」の等級に格付けさ
れている者であること。

^ ４その他bに定める要件を全て満たすこと
を証明した者であること。

３ 入札書等の提出場所、提出期限等
\ 入札説明書等の交付期間、交付場所及び方
法 交付期間：平成21年９月８日（火）から
平成21年10月19日（月）まで 交付方法：
中小企業基盤整備機構ホームページ
http://www.smrj.go.jp/utility/bid/index.html

から入札説明書、入札心得その他必要様式を
ダウンロードする。
仕様書は入札説明会で配布する。入札説明
会に出席できない者は、返信用の切手（390

円）を同封の上、請求すること。なお、仕様
書は入札終了後、返却すること。

] 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入
札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒105`8453 東京都港区虎ノ門３`５`１
虎ノ門37森ビル 独立行政法人中小企業基盤
整備機構 総務部調達・管理グループ 相田
真理 電話03`5470`1507 ＦＡＸ03`

5470`1512

^ 入札説明会の日時及び場所
平成21年９月18日（金）午後２時 中小企
業基盤整備機構 ２階 ２Ｄ会議室
入札説明会に出席を希望する者は、平成21

年９月17日（木）17時までに上記３]の場所
にＦＡＸ（会社名及び出席者明記）のうえ（形
式自由）により申請すること。

_ 証明資料の提出
入札に参加しようとする者は、上記２^を
証明する資料を平成21年10月20日（火）正午
までに持参又は郵送にて上記３]の場所まで
提出すること。なお、提出された資料につい
て説明を求められたときは、これに応じなけ
ればならない。

` 入札書の受領期限（郵送による入札の場合）
平成21年10月27日（火）午後５時 送付先：
上記３]の場所に書留郵便にて提出（必着）
すること。

a 入札、開札の日時及び場所（入札書を直接
持参する場合） 日時：平成21年10月28日
（水）午後２時 場所：中小企業基盤整備機
構 ２階 ２Ｌ会議室（入札室）

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の入札書及び、
その他入札に関する条件に違反した入札は無
効とする。

_ 契約書作成の要否 要
` 落札者の決定方法 機構の定める予定価格
の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。

a 手続における交渉の有無 無
b 入札参加者の条件 応札者は、次に掲げる
要件を全て満たすこととし、その根拠として
任意の様式に実績等の記載、また登録証の写
しを添付のうえ提出すること。
{ 品質管理体制について、ＩＳＯ9001の認
証を取得していること。

| ＩＳＯ27001あるいはＩＳＭＳ適合性評
価制度の認証を取得している事業者である
こと。

} 請負仕様書４．aに示したソフトウェア
に熟知した者を選任すること。

~ 資金管理に係るシステム業務を熟知して
いる者を選任できる事業者であること。

c その他 詳細は入札説明書による。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 21年９月８日
契約責任者
日本郵政株式会社新潟逓信病院長

山谷 恵一
◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 15

１ 調達内容
\ 品目分類番号 22、31

] 借入品名及び数量
磁気共鳴画像診断装置の借入れ 72か月

^ 借入物品の特質等 入札説明書による。
_ 借入期間 平成22年４月１日から平成28年
３月31日まで

` 借入場所 新潟逓信病院
a 入札、開札の日時及び場所 平成21年11月
26日午前11時00分 日本郵政株式会社新潟逓
信病院会議室

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Mitsuo Akutsu, chief of

Procurement and Property Management

Division, Organization for Small & Medium

Enterprises and Regional Innovation, JA-

PAN

] Classification of services to be procured :

71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Operation support business and

maintenance business of the Upgrading Fa-

cilities financing system 1 set.

_ Services delivery period : From day of

contract start date through October 31

2012

` Service place : As in the tender do-

cumentation

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ Not come under Article 2 and 3 of the

Detailed Regulations for the Application

of Accounting Regulations by Organiza-

tion for Small & Medium Enterprises and

Regional Innovation, JAPAN

| Are registered for the category of Úren-

dering services, etc (software develop-

ment)Ù and also graded A or B in the qua-

lification examination for participating

in tenders in FY 2008, 2009 and 2010.

} Submit documents proving that satisfy

matters to set ofb of 4 other.

b Time limit for tender : 5 : 00 PM 27 Octo-

ber.

c Contact Point for the notice : Mari Aida,

Procurement and Property Management

Group, Organization for Small & Medium

Enterprises and Regional Innovation, JA-

PAN Toranomon`No. 37 Mori, Building,

3`5`1 Toranomon, Minato-Ku Tokyo

105`8453, Japan TEL 03`5470`1507

２ 競争参加資格
\ 下記ア、イ及びウに該当しない者であるこ
と。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記各号の一に該当すると認められる者
でその事実があった後２年間を経過してい
ない者。代理人、支配人その他の使用人と
して使用する者についても同様とする。
Ê 契約の履行に当たり故意に工事若しく
は製造を粗雑にし、又は物品の品質若し
くは数量に関して不正の行為をした者

Ë 公正な競争の執行を妨げた者、又は公
正な価格を害し、若しくは不正な利益を
得るために連合した者

Ì 競争の参加を妨げ、又は契約の締結若
しくは履行を妨げた者

Í 監督又は検査に際し職務の執行を妨げ
た者

Î 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者

Ï その他、会社に損害を与えた者
ウ 会社更生法（昭和27年法律第172号）に
基づき更生手続開始の申立てをした者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき更生手続開始の申立てをした者。ただ
し、更生手続又は更生手続の終結の決定を
受けた者を除く。

] 日本郵政株式会社における競争参加資格審
査において、資格を有すると認められた者又
は総務省競争参加資格（全省庁統一資格）を
有する者であること。
なお、日本郵政公社において、平成19年９
月30日時点で競争参加資格を有すると認めら
れていた者については、当社の競争参加資格
を有する者とする。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている証明書等を平成21年11月９日正午
までに下記５に示す場所に提出しなければなら
ない。提出された証明書等を審査の結果、当該
物品を納入できると認められた者に限り、入札
の対象者とする。
なお、提出した証明書等について説明を求め
られたときは、これに応じなければならない。
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